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ISP接続（PPPoE）に係るこれまでの機能提供状況
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■当社は、これまでインターネットトラヒックの増加への対応として、ISP事業者様のニーズに応じた装置の
⼤容量化等、様々な網終端装置のメニューを追加してまいりました。
■また、本年6⽉に増設基準セッション数について、⼀律▲20％の⾒直しを⾏ってきたところです。
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ISP接続に係る網終端装置の一部機能の適正化について

C-20型等網終端装置の扱い 対応内容

今後の扱い 準備が整い次第、速やかに接続約款申請
（指導文書発出時までの遡及適用を含む）

暫定

措置

設置済みのもの
継続提供

（料金請求は認可までの間留保）

設置前のもの

当社が承諾済みのもの 継続提供

当社が未承諾のもの
当⾯留保

（認可まで契約変更を留保）

■その他

・認可後、速やかにISP事業者様との協定等の変更を⾏う予定です。
・設置済みのC-20型等に係る料⾦請求につきましては、原則として留保させていただきますが、ISP事業者様の事業運営
にあたって不具合等が発⽣する場合については、個別にご相談願います。

• 当社がISP事業者様との間において提供するNGN（次世代ネットワーク）の網終端装置の一部機能

（C-20型等網終端装置※1）について、ISP事業者様からのご要望を踏まえ提供してまいりましたが、

本日、接続料及び接続条件が当社接続約款等の定めと乖離するものであるため、適正化のための措置

を講ずるよう総務省殿より指導を受けました（指導内容は別紙）。

• 当社としては、当該指導を踏まえ、今後、当該装置をご利⽤いただいているISP事業者様に個別にご説

明申し上げるとともに、当社接続約款規定を整備するため、速やかに接続約款を認可申請する考えです。

• なお、当社接続約款が認可されるまでの間、当該機能を現にご利⽤いただいているISP事業者様及び

今後ご利⽤予定のISP事業者様に対し、下表のとおり対応させていただく考えです。

※1 C-20型等網終端装置：Ａ-20型、A-50型、C-20型、C-50型、Ｂ-1型
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【参考】総務省殿からの指導内容（抜粋）

• 本件インタフェース付与機能に係る認可接続約款等の定めについては、同機能の接続料が「C型」、

「C-20型」、「C-50型」等の名称のいかんを問わず同額となるよう解釈されるはず。

• さらに、増設基準については、少なくとも平成25年８⽉以降において、運用上、増設基準が接続条件と

して扱われていたと認められた。そのため、少なくとも同時期以降平成30年６⽉15日までの間、接続

協定の一部を構成する技術条件等に掲載されていなかった増設基準については、法33条第2項の規定

に違反して、認可接続約款等における根拠がなく設定されていた状態であったと言わざるを得ない。

• したがって、本件運用実態は、接続料及び接続条件の両⾯において、認可接続約款等の定めと乖離

するものであり、貴社において第⼀種指定電気通信設備との接続の業務に関し不当な運営が⾏われ、

事業の運営が適正かつ合理的でないと認められるため、下記のとおり、適正化のための措置を講ずるよう

求める。

（１）接続料請求の停止等の応急措置
本指導後に認可接続約款等の定めと乖離する額の接続料請求を⾏わないよう、少なくとも（２）の対応が完了する

までの間、関係する他事業者の実務上の影響にも配意しつつ、本件インタフェース付与機能に係る接続料の請求を停

止するなどの応急措置を講ずること。

（２）他事業者に対する説明

関係する他事業者に対し、速やかに、書面又はそれに代わる電磁的記録を交付又は提供して、本件指導の内容に

関する説明を⾏うとともに、他事業者の業務の適正な実施に⽀障を⽣じさせないようにしつつ網終端装置に係る接続料

に関する貴社の業務運営を是正するための具体的な対応方法案について、説明を⾏うこと（※１）（※２）。

※１：対応方法案に認可接続約款等の変更がある場合を含む。

※２：併せて、本件インターフェース付与機能に係るこれまでの取扱いについては法第３５条第３項の規定による総務大臣の裁定の手続を利用すること

が可能である旨を説明すること。

総務省殿からの指導内容（抜粋）は、以下のとおりです。

詳細URL：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000526.html
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【参考】電気通信事業法第35条第3項の規定について(総務省殿指導文書に基づくご説明)

■ 当事者が取得し、若しくは負担すべき⾦額⼜は接続条件その他協定の細目について事業者間の

協議が調わない場合の手続については、以下のとおり電気通信事業法第35条第3項に規定されて

います。

（（（（電気通信設備電気通信設備電気通信設備電気通信設備のののの接続接続接続接続にににに関関関関するするするする命令等命令等命令等命令等））））
第三十五条 総務大臣は、電気通信事業者が他の電気通信事業者に対し当該他の電気通信事業者が設置

する電気通信回線設備と当該電気通信事業者の電気通信設備との接続に関する協定の締結を申し入れたにも

かかわらず当該他の電気通信事業者がその協議に応じず、又は当該協議が調わなかつた場合で、当該協定の

締結を申し入れた電気通信事業者から申立てがあつたときは、第三十二条各号に掲げる場合に該当すると認める

とき及び第百五十五条第一項の規定による仲裁の申請がされているときを除き、当該他の電気通信事業者に

対し、その協議の開始又は再開を命ずるものとする。

２ 総務大臣は、前項に規定する場合のほか、電気通信事業者間において、その一方が電気通信設備の接続に

関する協定の締結を申し入れたにもかかわらず他の一方がその協議に応じず、又は当該協議が調わなかつた

場合で、当該一方の電気通信事業者から申立てがあつた場合において、その接続が公共の利益を増進するため

に特に必要であり、かつ、適切であると認めるときは、第百五十五条第一項の規定による仲裁の申請がされている

ときを除き、他の一方の電気通信事業者に対し、その協議の開始又は再開を命ずることができる。

３ 電気通信事業者の電気通信設備との接続に関し、当事者当事者当事者当事者がががが取得取得取得取得しししし、、、、若若若若しくはしくはしくはしくは負担負担負担負担すべきすべきすべきすべき金額又金額又金額又金額又はははは接続接続接続接続条件条件条件条件

そのそのそのその他他他他協定協定協定協定のののの細目細目細目細目についてについてについてについて当事者間当事者間当事者間当事者間のののの協議協議協議協議がががが調調調調わないときはわないときはわないときはわないときは、、、、当該電気通信設備当該電気通信設備当該電気通信設備当該電気通信設備にににに接続接続接続接続するするするする電気通信設備電気通信設備電気通信設備電気通信設備をををを

設置設置設置設置するするするする電気通信事業者電気通信事業者電気通信事業者電気通信事業者はははは、、、、総務大臣総務大臣総務大臣総務大臣のののの裁定裁定裁定裁定をををを申請申請申請申請することができるすることができるすることができるすることができる。。。。ただし、当事者が第百五十五条第一項

の規定による仲裁の申請をした後は、この限りでない。

～～～～ 以下以下以下以下、、、、略略略略 ～～～～
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